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第 節 労働経済への影響

SECTION 11
11

1 求人・求職におけるネットワークの活用

2 職業紹介事業におけるネットワークの活用

１ただし、容易に求人情報が得られるようになることで、よりよい職業を求め離職率が上昇する可能性もあるため、その方向性は一律ではないこと
が指摘されている。大竹（2005）
２第1章第7節1図表1-7-1参照
３ICT化によって求人・求職活動の費用が急激に低下することから生じる問題も存在する。例えば、求人・求職費用の急速な低下（応募費用の低下
等）の結果、求職者から膨大なエントリー情報（応募や問い合わせ）が企業に殺到し、人事担当部門はその対応に多大な業務負荷やコストがかか
るといった問題も指摘されている。大竹（2005）
４（財）社会経済生産性本部（2005）
５職業紹介とは「求人及び求職の申込みを受け、求人者と求職者との間における雇用関係の成立をあつせんすること」（職業安定法第4条1項）であ
る
６（社）全国求人情報協会によると、労働市場サービスの市場規模は情報提供サービスで5,800億円、職業紹介で1,000億円、派遣サービスで1兆
7,000億円となっている。情報提供サービスにおいては、求人情報誌が4,000億円近い売上げであるのに対して、eビジネス専業企業の売上げは50
億円程度となっている
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図表1-11-1 インターネットの効果

1 ネットワークと労働市場の効率化
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図表1-11-2 ハローワークインターネットサービスの掲載求人件数とアクセス数の推移
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図表1-11-3 ハローワークインターネットサービスによる就職件数
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1 テレワークの効果

2 テレワークの現状

（出典）国土交通省「テレワーク実態調査」（2006年） 
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情報連絡等について会社でルール 
ができ仕事が円滑 

取引コストが削減される 

顧客サービスが向上する 

家事・家庭生活に対する 
興味や関心が高まる 

居住場所の選択肢が広がる 

個性が活かされ、 
個人の自律性が高まる 

タイムマネジメント（時間管理） 
に対する意識が高まる 

趣味や自己啓発など、 
自分の時間が持てる 

家族とのコミュニケーション 
がとりやすい 

ストレスがなくなり、 
ゆとりが持てる 

仕事の生産性・ 
効率性が向上する 

通勤に関する肉体的・ 
精神的負担が少ない 58.6

44.9

42.9

34.2

28.9

25.9

23.8

20.2

18.2

14.9

9.2

9.2

7.7

4.2

1.8

8.3

図表1-11-4 雇用者にとってのテレワークの効果
（メリット）

（出典）国土交通省「テレワーク実態調査」（2006年） 
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図表1-11-5 テレワークを行う場所（複数回答）

７働きがいを感じることができる仕事や、生活との両立を図ることができる仕事が強く求められるなど、仕事優先から仕事と生活の調和重視の流れ
があることが指摘されている。（財）社会経済生産性本部、（社）日本経済青年協議会、2005年、「平成17年度新入社員（3,910人）の働くことの意
識」調査
８例えば、テレワークによって、家庭と仕事の両立や女性の自立支援、シニア層のコミュニティビジネスやソーシャルワーカーへの参加等、新しい
時代の要請される働き方を支援することが考えられる
９（社）日本テレワーク協会
10（社）日本テレワーク協会によれば、テレワークの効果として、経営者にとってのメリットとして、①情報共有型の付加価値経営の導入、②組織
変革と経営スピード化、③人材の確保と新しいナレッジの獲得、④オフィスコストの削減等を通じた事業生産性の向上、就業者のメリットとして、
①業務の生産性、効率性の向上、②通勤の肉体的・精神的負担の減少といった業務能率・生産性の改善に加え、③家庭内でのコミュニケーション
良好化、④趣味や自己啓発等余暇時間の増加といった生活環境の改善、社会全体としては、①都市問題の緩和、②地域活性化、③雇用創出と新規
産業の創出等が挙げられている
11平成17年通信利用動向調査
12「平成17年通信利用動向調査（企業編）」によれば、「非常に効果があった」（16.0％）「ある程度は効果があった」（74.7％）となっている
13小豆川（2005）

2 ネットワークと就労環境の変化
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的支援方策検討調査」及び国土交通省「テレワーク実態調査」により作成 
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図表1-11-7 テレワーク人口の推移

（出典）総務省「平成17年通信利用動向調査（企業編）」
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図表1-11-8 企業におけるテレワークの導入目的（複
数回答）
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図表1-11-6 企業におけるテレワーク実施率の推移
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企業内教育の方法としてeラーニング を実施す

る企業がある。eラーニングは、一つの講義を大人

数が受講する「講師側中心」ではなく、その個人に

適した講座内容を双方向で学習する「学習者側中心」

の企業内教育を可能とするもので、高い学習効果が

期待されている 。

また、情報セキュリティ教育やコンプライアンス

教育等、全社員に早急に受講させ、その履行を確認

する必要のある企業内教育にeラーニングを導入す

る例が増えていることが指摘されている 。

企業内教育におけるeラーニングC O L U M N

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

まったく実施していない 
部分的に実施している 
全体的に実施している 

1,000人以上 

300人以上 
1,000人未満 

300人未満 

合計 

（出典）「勤労者のICT利用状況調査」 

（％） 

67.324.18.6

74.122.4

3.5

68.124.37.7

46.228.625.2

図表　eラーニングの実施状況

14経済産業省（2005a）によれば「eラーニングとは、情報技術によるコミュニケーション・ネットワーク等を活用した主体的な学習である。コン
テンツは学習目的に従って編集され、学習者とコンテンツ提供者との間にインタラクティブ性が確保されている。このインタラクティブ性とは、
学習者が自らの意志で参加する機会が与えられ、人又はコンピュータから学習を進めていく上での適切なインストラクションが適時与えられるこ
とを指す。」と定義している
15大嶋淳俊（2001）
16経済産業省（2005a）
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携帯電話 
・PHS

（出典）「勤労者のICT利用状況調査」 

利用している わからない 利用していない 

図表1-11-9 業務における携帯電話・PHS、パソコン
の利用状況
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（出典）「勤労者のICT利用状況調査」 

図表1-11-11 業務におけるパソコンの利用時間
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プログラミングツール（C・VB）による 
アプリケーション作成 

ホームページ作成ソフトの利用 

業務専用ソフト（会計ソフト）・ 
データベースソフトによるデータ管理 

表計算ソフトによるデータ管理・分析 

インターネットを活用した情報検索 

ワープロソフト・プレゼンソフトによる 
文章・資料作成 

メールソフトによる連絡 
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（出典）「勤労者のICT利用状況調査」 

図表1-11-12 利用可能なICTスキル

17総務省「勤労者のICT利用状況調査」による
18情報通信リテラシーは、単なるパソコンなど情報通信機器や技術に対する知識や能力を意味するだけでなく、先行研究で指摘されるように、「ICT
を使いこなす人的能力」を含むものである。このため、すなわち情報通信リテラシーの高さが労働者の質や能力の高さと相関があるため、これら
人的能力に対する需要が賃金に反映していると解釈する必要がある

3 雇用者の情報通信リテラシー

必要有り 
68.9%

必要なし 
31.1%

（出典）「勤労者のICT利用状況調査」

図表1-11-10 業務におけるインターネットの必要性
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19厚生労働省（2001）によれば、IT化が進むことで、定型的な仕事の減少、創意工夫の余地の大きい仕事の増加する傾向があるということが報告さ
れている
20内閣府（2004）においても単純業務は情報化によって代替されやすい一方、人間にしかできない高度な業務は情報化によって必要性が高まるとし
ている。また、奥林（2003）においては、正社員には創造的で企画力を必要とする仕事が集中するとしている

0 20 40 60 80 100

49.432.1 18.5

58.034.9 7.1

53.134.9 12.0

（出典）「勤労者のICT利用状況調査」 

計算・設計や分析 
などの専門的業務 

企画等の創意工夫する 
業務に対する影響 

定型的な業務に 
対する影響 

（％）

減った 変わらない 増えた 

図表1-11-13 パソコンやインターネットによる業務
の変化

4 ICT化と労働需要シフト

（出典）「勤労者のICT利用状況調査」 
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：情報を活用する能力 一般社員クラス 部長クラス 

図表1-11-14 情報化によって重要となる能力
（役職別）


